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• 日本におけるカーボンプラシング（CP）をめぐ
る検討の経緯

• 検討の視点と論点
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CP検討の経緯（1）
• 2017年3月：中央環境審議会地球環境部会において「長期

低炭素ビジョン」とりまとめ
– 「長期大幅削減に向けたイノベーションを生み出す国内での取

組を加速化する上でいかなる制度の在り方が我が国にとって
適しているか、具体的な検討を深める時期に来ている。」

– 長期低炭素ビジョンはこちら
• https://www.env.go.jp/press/103822.html

• 2017年6月：カーボンプライシングのあり方に関する検討
会設置
– 「長期大幅削減と経済・社会的課題の同時解決に資するような

我が国のカーボンプライシングの活用のあり方について、大局
的な見地から論点を整理し、様々な方向性について検討を加
える。」

– 9回の会合を経て、2018年3月：「とりまとめ」
– 資料・とりまとめはこちら

http://www.env.go.jp/earth/ondanka/cp/arikata/index.html
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CP検討の経緯（2）
• 2018年7月：地球環境部会の下にカーボンプライシングの

活用に関する小委員会設置
– 「パリ協定や SDGs を踏まえて閣議決定された第5次環境基本

計画において、持続可能な社会の構築を目指していくために
は、経済社会システム、ライフスタイル、技術といったあらゆる
観点からのイノベーションの創出や気候変動問題と経済・社会
的課題の同時解決を実現しつつ、国内の地域から世界に至る
まで多面的・多層的に政策を展開することが求められているこ
とを受け、あらゆる主体に対して脱炭素社会に向けた資金を含
むあらゆる資源の戦略的な配分を促し、新たな経済成長につ
なげていくドライバーとしてのカーボンプライシングの可能性に
ついて、審議する。」

– 11回の会合＋懇談会1回を経て、2019年7月：「議論の中間的
な整理に向けて」

– 資料などはこちら
• https://www.env.go.jp/council/06earth/yoshi06‐19.html
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パリ協定長期成長戦略

• パリ協定長期成長戦略（2019年6月閣議決定、
気候変動枠組条約事務局に提出）
– 「カーボンプライシングについては、既に欧米諸国や
米国の一部の州をはじめとして導入している国や地
域があり、中国でも全国規模で排出量取引制度を導
入している。一方、我が国はCO2の限界削減費用が
高く、エネルギーコストも高水準、またエネルギー安
全保障の観点においてもエネルギー資源の大半を
輸入しているという事情がある。カーボンプライシン
グには、市場を介した価格付けだけでなく、税制も含
まれる（既に一部導入）が、制度によりその効果、評
価及び課題も異なる。国際的な動向や我が国の事情
、産業の国際競争力への影響等を踏まえた専門的・
技術的な議論が必要である。」
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CP検討の背景と視点（1）

• CPの意義（議論のフレーミング）とその変化

–パリ協定の長期目標（「排出実質ゼロ」「脱炭素
社会の実現」）のための社会・経済の変革と移行

–経済・社会課題の同時解決

• 排出削減だけでなく、イノベーションの創出、国際競争
力の強化などの効果・便益を生み出す

–排出をしないで（抑えて）ビジネスができることへ
の要請
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CP検討の背景と視点（2）
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出典：環境省、2018年



炭素生産性（carbon productivity）

8出典：OECD, IEAを基に環境省、2018年



世界で導入されているCP（1）
（2017年時点）
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出典：World Bank 2017; 環境省、2018年



世界で導入されているCP（2）
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出典：環境省、2018年



主要国の実効炭素価格（全体）
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出典：OECD, 2016; 環境省、2018年



主要国の実効炭素価格
（道路輸送部門）
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出典：OECD, 2016; 環境省、2018年



主要国の実効炭素価格
（産業部門（上）と業務家庭部門（下））
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出典：OECD, 2016; 環境省、2018年



主要国の実効炭素価格
（電力部門）

14

出典：OECD, 2016; 環境省、2018年



日本の一次エネルギー供給
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出典：資源エネルギー庁, 2017



電源別発電量とCO2排出量
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出典：環境省、2019年



エネルギー起源CO2排出量と
最終エネルギー消費量の推移
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出典：環境省、2018年



Science Based Target (SBT)
科学に基づく目標設定
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• CDP、国連グローバル・コンパクト、WRI、WWFによる
共同イニシアチブ。世界の平均気温の上昇を「2度未
満」に抑えるために、企業に対して、科学的な知見と
整合した削減目標を設定することを推奨し、認定

• 604社が参加。うち目標が科学と整合(2℃目標に整合
)と認定されている企業は237社（2019年7月29日現在
）

 https://sciencebasedtargets.org

• 日本政府は、Science Based Target の登録を積極的に
支援すると誓約。2020 年 3 月末まてに100 社の認定
を目指す（17年12月のOne Planet Summitで河野外相
表明）



日本企業のSBTs
（2019年7月29日現在）
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SBTの認定を
うけた企業
（46社）

アサヒグループホールディングス、アシックス、アスクル、アステラス
製薬、アズビル、イオン、ウシオ、エーザイ、NEC、花王、川崎汽船、

京セラ、キリン、コニカミノルタ、コマツ、サントリー、サントリー食品イ
ンターナショナル、住友化学、住友林業、セイコーエプソン、積水化
学工業、積水ハウス、ソニー、大成建設、第一三共、大東建託、大
日本印刷、大和ハウス、電通、戸田建設、凸版印刷、ナブテスコ、日
本たばこ産業（JT）、日本郵船、野村総研、パナソニック、日立建機、

富士通、富士フイルム、ブラザー工業、丸井グループ、三菱地所、
LIXIL、リコー、ユニ・チャーム、YKK.AP

SBTの策定を

約束している
企業
（34社）

味の素、安藤ハザマ、アンリツ、MS & ADインシュアランスグループ

ホールディングス、大塚製薬、小野薬品工業、オムロン、カシオ、
KDDI、小林製薬、島津製作所、清水建設、J. フロントリテイリング、
SOMPOホールディングス、高砂香料工業、武田薬品、ダイキン工業、

東京海上ホールディングス、トヨタ自動車、ニコン、日産自動車、日
本板硝子（NSGグループ）、日立キャピタル、ファーストリテイリング、

不二製油グループ本社、古河電気工業、ベネッセ、本田技研工業、
三菱電機、明電舎、UK‐NSI（日本精機）、ヤマハ、ヤマハ発動機、横
浜ゴム



アサヒカーボンゼロ
（2015年基準）

2050年 温室効果ガス排出量「ゼロ」をめざす

2030年 Scope 1 & 2 30％削減

Scope 3 30％削減
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・持続可能なサプライヤーチェーンづくり
 アサヒグループサプライヤーCSR行動方針
 水リスクへの対応状況に関する調査実施（2017年度実績：24社（国内16社、海外

8社））

 サプライヤーの経営者層を対象にアサヒグループの方針を説明する「アサヒグル
ープ調達方針説明会」 （108社参加）

 資材サプライヤーとともに品質向上に取り組む「アサヒグループ資材QA会議」（
45社参加）

 「サプライヤーCSRアンケート」の回答内容に関する訪問調査（13社）
 サプライヤー評価実施 (原料48社、資材55社)



サプライ・チェーンの排出管理・削減
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変わる企業の認識
東洋経済上場企業アンケート結果（1）
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出典：週刊東洋経済2019年5月18日号

主な上場企業150社を対象にアン
ケートを実施
社名入りで108社が回答

CO2排出係数の低い電力供給を90社超が、
再エネ100％の電力供給を約70社が求める



変わる企業の認識
東洋経済上場企業アンケート結果（2）

23出典：週刊東洋経済2019年5月18日号

再エネ目標：明確な目標ありは約3割、検討中を含めると半数超
RE100：加盟ずみと加盟検討で半数超



変わる企業の認識
東洋経済上場企業アンケート結果（3）

24出典：週刊東洋経済2019年5月18日号

SBT：策定ずみ、検討中合わせると約9割に
TCFD：約9割が対応、対応検討中



変わる企業の認識
東洋経済上場企業アンケート結果（4）

25出典：週刊東洋経済2019年5月18日号

脱炭素化を進めるよう、2030年度の
エネルギーミックス見直しを求める回答
が半数。石炭火力の廃止、大幅縮小を
求める声も強い



CPをめぐる議論の論点（1）

• 日本にとってCPは必要か
– 「現行のエネルギー関連の制度・税制や相対的に高
いエネルギー本体価格などにより、すでに十分な水
準の実質的（暗示的）炭素価格がついている」か

– 現行の制度・税制のCPとしての効果、相互作用
• 現行の制度・税制の炭素比例性
• 省エネ法、FIT、エネルギー供給構造高度化法（高度化法）
などのCPとしての効果をどう見るか

• 相対的な発電コスト

– 暗示的でなく、明示的であることの意義
• 行動変化のための炭素排出費用の見える化
• 省エネバリアに関する先行研究

26



CO2 1トンあたりの税率（燃料別）と
温暖化対策税の構造

27出典：環境省、2018年



2014年の発電コスト

28出典：資源エネルギー庁、2015年



2030年の発電コスト

29出典：資源エネルギー庁、2015年



日本の発電コスト見通し

再エネ

出典: BNEF, 2017年 30



中国と米国の発電コスト見通し
（新設の比較）

再エネ

出典: BNEF, 2017年 31



CPをめぐる議論の論点（2）

• CPは効果があるか
– CPは排出削減効果があるか

– イノベーション創出や国際競争力の強化などをもたら
すか

– 実証研究によるエビデンス

– どのような制度設計とするかでその効果は異なる
• 排出削減効果の高い、副次的便益の大きい制度、問題を
生じさせない制度はいかなるものか

• 「企業のコスト負担の増加に対する懸念を踏まえ、経済へ
の負の負担をできるだけ緩和しつつ、将来的な脱炭素社会
への円滑な移行を促す仕組みとする必要」

32



CPをめぐる議論の論点（3）
• 価格アプローチ（炭素税）か、数量的アプローチ（排出量取引

制度）か
– 二者択一ではない＝Policy mixが可能
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長所 短所

価格アプローチ ・価格が安定（投資の見通しを立
てやすい）
・小規模排出者も対象にしやすい

・排出量（＝汚染量）に応じた支払
いの公平性

・制度設計にかかる時間・作業が
相対的に小さい（ex. 既存の徴税
システム等の利用可能）

・排出削減量の確実性は相対的
に小さい

・価格シグナルの程度は、価格転
嫁の度合いによる

数量的アプローチ ・排出削減量の確実性が高い

・排出主体にとって達成手段の柔
軟性（削減か、排出枠獲得か選択
可能）

・追加的削減を排出枠として売却
でき、追加的削減にインセンティヴ

・排出枠価格が相対的に不安定
（投資の見通しを立てにくい）

・制度設計にかかる時間・作業が
相対的に大きい（排出枠の割当な
ど）

・小規模排出者を対象にしにくい
（行政コストが大きくなる）



CPをめぐる議論の論点（4）

• 制度上の論点
– 制度対象

• 制度目的との関係
– 広く価格シグナルを送りたいのか、重点的な分野の削減、イノベ
ーション、投資の誘発か

– 価格の水準
• 長期大幅削減につながる十分な価格水準

• 長期的な上昇の見通しを示す必要（ex. 段階的な水準向
上）

• エネルギー転換に必要な相対的な価格水準

– 収入の利用方法
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収入の利用方法

35出典：Carbon Pricing Leadership Coalition, 2016



CPをめぐる議論の論点（5）

• CP導入に伴う負の影響

–逆進性

• CPの制度で対応できることもあるが、社会政策全体で
対処すべき

– リーケージ、国際競争力への影響

• 実際にどれだけのリーケージがあるか

• どのセクターに影響があるか

• リーケージを抑制する方法
– 国境（税）調整
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Thank you for your attention!

Yukari TAKAMURA
E‐mail: yukari.takamura@ifi.u‐tokyo.ac.jp


